エルサルバドル経済（２０１４年３月～４月）
１．主な経済指標

（１）月例経済活動指数（ＩＶＡＥ）＊３月まで
　全体としては弱いながらもプラス成長が続く。本来経済成長の牽引役となるべき製造業及び建設業は引き続き低調。電気・ガス及び水道セクターが、２～３月に大幅な伸びを見せた。
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（出所：中銀）

（２）インフレ率

物価は引き続き安定しており、インフレも懸念されるレベルではない。乾期に入り、電気料金が上がり、石油価格も上昇したことから、燃料費により若干物価が押し上げられた。また、４月下旬より一部穀物価格が急騰している点が懸念材料。
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（出所：中銀）
（３）貿易収支
　２月までの輸出総額は１，７１１．３百万ドル（対前年同期比７．６％減）、輸入総額は３，５１８．８百万ドル（対前年同期比０．９％増）であり、貿易赤字は１，８０７．４百万ドル（対前年同期比１０．４％増）。マキラが不調のため、輸出入共に前年同期を大きく下回った。また、伝統産品の輸出も軒並み下落し、サビ病の影響が続くコーヒーの輸出は対前年同期比で５６．０％減と大幅に落ちた。
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（出所：中銀）
（４）海外送金
　４月までの海外送金総額は、１，３５１．１百万ドル（対前年同期比６．２％増）となった。米国経済が堅調に推移し、雇用統計も回復基調にあることから、海外送金の伸び率も前年よりも大きくなっている。
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（出所：中銀）
（５）金利

　預金金利は若干上昇しつつもほぼ横ばい傾向を維持し、貸付金利は３月に一度大きく下がったが、４月に僅かながら上昇に転じた。返済遅延率は引き続き低い数値で推移しており、過去最低を記録した本年２月よりは上昇しているが２．３８％。
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（出所：中銀）

（６）政府財政

４月までの歳入は総額１，９１４．９百万ドル（前年同期比２．２％増）、歳出は総額１，７７６．７百万ドル（前年同期比５．５％減）となり、４月の確定申告締め切りと重なり財政収支は１３８．２百万ドルの大幅な黒字となった。一方、還付金の未払い問題は継続しており、実際の収支バランスはより歪だろうとの予想。
債務総額は１０，９０１．０百万ドル（前年同期比１４．１％増）で、３月には１２年１２月のピーク時（１０，９８０．５百万ドル）にほぼ並び、特に対内債務は前年同期比で約２８０百万ドル増とハイペースで増えている。
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（出所：中銀）
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（出所：中銀）

２．主要国内経済トピックス
（１）官民連携法改正案の国会可決

４月２５日、国会は、ＡＲＥＮＡを除く全会派の賛成により、官民連携法改革法案可決した。主な改正点は以下のとおり。
（ア）官民連携プロジェクトに関係する政府負担分の上限を現行の対ＧＤＰ比１％から３％へ引上げ。
（イ）政府の経済・財政負担を伴わないコンセッション付与のようなプロジェクトは、１回の国会承認で実施可。（予算措置が必要なものは現行通り入札実施前と落札時点の承認が必要）
（ウ）官民連携プロジェクトの主管組織は、エルサルバドル投資促進機関（ＰＲＯＥＳＡ）とする。
　ＡＲＥＮＡは同改正法案を最も推進する立場だったが、同党所属議員の免責特権
剥奪審議は「政治的迫害」であるとして、投票には参加しなかった。
　なお、財界やシンクタンクは、今回の改正案可決を歓迎する一方、手続主義的な内容が依然含まれており、スピードを重視する民間企業にとっての投資促進に繋がるかという点については、実効性に疑問を呈した。
（２）輸出・投資促進機関設置法案の国会可決
４月９日、国会は官民連携プロジェクトを主管する輸出・投資促進機関設置法案を可決した。同法案は、現在大統領府内の一組織である投資促進機関（ＰＲＯＥＳＡ）を独立行政法人化し、より幅広い権限を付与するもの。
　改正前の官民連携法では、プロジェクト実施に際し最低でも２回は国会の承認を得る必要があったが、本改正によりプロジェクト内容自体を国会が承認すれば、その後の入札プロセスなどについてはＰＲＯＥＳＡが一元的に実施できることになった。
（３）地熱発電会社La Geo社関係者への資産差押え命令発出

４月６日、検察庁は汚職の疑いで訴追され、既に差押えの判決が出ていた地熱発電会社La Geo社設置当時のエルサルバドル側関係者９名及び両国関係会社に対し、総額２，１０７百万ドルの資産差押え額を決定し裁判所へ提出。裁判所は、提出された差押え額での執行を命じた。

当時のレンパ川水力発電公社（ＣＥＬ）総裁及び経済大臣に対しては、各３７百万ドルを命じ、イタリア側ＥＮＥＬ本社及び同社当国現地法人の各９４８百万ドルを差し押さえるとした。差押えの根拠としては、不当な合弁契約によりＣＥＬに損失を与えたというもの。
ＥＮＥＬ社側は、そもそも自社の立場を主張する機会はおろか、裁判自体の通報すらされていなかったとして反発し、世銀グループの調停機関に訴える構えを見せている。
（４）独立行政法人トップの交代

　政権末期の時期にフネス大統領は、空港港湾運営委員会（ＣＥＰＡ）及び電気通信監督庁（ＳＩＧＥＴ）のトップを解任した。

（ア）３月２４日、フネス大統領は、アレネＣＥＰＡ総裁を解任し、後任にウゴ・バリエントス前公共事業次官を任命すると発表した。右決定の理由について、フネス大統領は、ラ・ウニオン港の入札プロセスの進捗が遅滞していることが不満であったことを主要因として挙げ、それ以外にも様々な取決め締結の促進を怠ったためと述べた。

（イ）３月３１日、メンデスＳＩＧＥＴ長官が事実上解任され、４月１日、エスカランテ元検事副総長を後任に任命した。メンデス長官の解任理由は、国会などの許可を得ることのないまま、インターネットなどのメディアにおける検閲の強化に繋がりかねない取決めに署名したためとみられている。
３．主要対外経済トピックス
（１）エルサルバドル経済・通商・観光事務所の中国における開設計画

　４月２１日付「エル・ムンド」紙は、情報公開法に基づき外務省から入手した情報として、本年第４四半期に中国にエルサルバドル経済・通商・観光事務所の開設が予定されている旨報じた。なお、２０１３年時点で同様の事務所開設の話は既に出ていたが、当初予定された年内の開設には至らなかった。今回報じられた計画では、事務所は公的資金によって設置されることから、公的施設となる見られている。
（２）大統領選挙決選投票結果を受けた民間格付会社による当国評価

（ア）スタンダード＆プアーズは、エルサルバドル経済停滞の要因として、民間セクターとＦＭＬＮ政権が投資誘致に結びつく最低限のコンセンサスにすら達することができない現状を挙げ、短中期的には、一層のソブリン格付引下げについても言及した。
（イ）フィッチ・レーティングスは、次期サンチェス・セレン政権が投資を呼び込むのは困難との見方を示しつつ、次期政権が強硬になる可能性について懸念を表明した。
（ウ）ムーディーズは、今般選挙の両者の差が０．２２％と極めて僅差だった点に鑑み、次期大統領は特に民間セクターとの対話を実施せざるを得ず、政策も中道左派に振れることになるとの楽観的な見解を示した。ただし、低成長は継続するとの予想は他社と変わらず。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
